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振り分けられた全事件数 5065 8 ７．０ 5 1 3
任意迅速（＜９カ月） 3６ 8 ７．０ 6 1 22.0
迅速（９－１２カ月） 382 8 ９．０ 6 1 2
標準（12-15カ月） 803 75.0 12.0 5 2 2
複雑（15-24カ月） 1 5 1 5 3 1
高度複雑（＞24カ月） 2 5 2 2 2 5
行政＊ 3361 83.0 ４．０ 5 ＊＊ 1 3
非ＤＣＭ（12カ月） 280 74.0 ７．４ 5３．０ 2 25.0
振分けがなされなかった事件数 1 8 3.0
全提訴件数 6690 81.0 ５．４
ミシガン州西部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価（２．完）（小松）３５
トラック上の目標を正確に述べることができないため，これらを除くとする
と，トラック上の目標を超える最も高い割合の訴訟事件をもつＤＣＭトラッ
クは，任意迅速トラックであり，２２％がトラック上の目標を超えて係属した。
トラックに振り分けられた訴訟事件のうち最終的にどの程度の割合のものが，
トラック上の目標を超えて終結するかを正確に述べることはできないが，全
体としてほぼ四分の一から三分の－の訴訟事件（高度複雑事件を除く）が，
トラック上の目標を超えて終結すると述べることが，おそらく適当であろう。
どの程度トラック上の目標を超えて訴訟事件は終結するのか。言い換えれば，
それらはどの程度係属するのか。本稿では示されていない分析によれば，ほ
とんどのトラックについて，トラックの目標を超えて３カ月以内に，そのト
ラックに振り分けられた訴訟事件の90％が終結したことが認められた。この
パターンに対する例外は，行政トラックと非ＤＣＭ事件であり，これらのト
ラックに振り分けられた事件の90％が終結するのに，さらに６カ月を要した
(再度，行政トラックの目標は，正確に述べることができない点に注意。
（156）
我々ｶｺﾞ行う評価は，非常に控えめである)。
表17については，もう一つの点が指摘されなければならない。その表によ
れば，ＤＣＭトラックに振り分けられなかった多数の事件が，非常に迅速に
終結しており，これは，トラックに振り分けられなかったほとんどの事件が，
それらがトラックへの振分けがなされる事件管理協議に全く達しなかったた
（157）
め，依然として振分けｶｺﾞ行われていないことを確証している。
全体として，表17からどのような結論を引き出すことができるか。トラッ
クに振り分けられた訴訟事件の少なくとも半数の，かつおそらく三分の二か
ら四分の三の事件が，トラック上の目標の範囲内で終結しているように思わ
れる。さらにトラック上の目標を超えて３カ月以内に，トラックに振り分け
られた全訴訟事件の90％が終結した。しかし，どの程度の数の事件が，トラ
ック上の指針の範囲内で解決されるべきかについての基準がないため，トラ
ック上の目標に対する遵守の程度が高いか低いか，またはほぼ期待通りであ
るかどうかを述べることは困難である。せいぜい，トラックに振り分けられ
3６
た大多数の訴訟事件において，裁判官と弁護士は，ＤＣＭ計画上の指針に合
（158）
致したスケデューノレを維持していると述べることができるにとどまる。
(153）DoNNASTIENsTRAETAL.,sz4Pmnote(101),ａｔ７４．
(154）〃』｡､第４欄から第６欄における分母は，各トラックに振り分けられた係属中
および終結事件の合計数である。もし，第４欄で，これに代えて，各トラックに
おける終結事件数のみを利用するならば，トラック上の目標内で終結した事件の
割合は一層高くなるであろう（任意迅速は75％，迅速は81％，標準は78％，複雑
は88％，高度複雑50％，行政は65％，および非行政は72％)。
(155）〃・ａｔ75-76．
(156）Ｊｄａｔ７６．
(157）Ｉbid．
(158）肋〃．
４．ＤＣＭの効果に関する処理件数上の指標
ＤＣＭ制度の効果を調査するもう一つの方法は，ＤＣＭの実施以来，裁判
所における民事事件の処理件数の状態にどのような変化が現れたかを調査す
ることである。その際，多くの要因が訴訟事件の終結に関する数値の上下に
影響を及ぼしている点に留意する必要がある。裁判所におけるデモンストレ
ーション計画の期間中，特に訴訟事件の終結数やその期間に影響を及ぼした
可能`性のある要因とは，1991年に民事司法改革法が課した報告の要求である。
それは，各裁判所に対して，３年を超えて係属中の訴訟事件および６カ月を
超えて裁判されていないモーション及び非陪審審理（benchtrials）を，裁
判官及び事件名を付して公表することを命じている。２名の新たな裁判官
(うち１名は，暫定的な裁判官職に任命された）が，ちょうどデモンストレ
ーション計画の開始時に裁判所に加わった。
行政事件とそれ以外の事件とは，裁判所により異なった処理がなされるた
め，これらの二つの処理件数は，本節では別個に調査される。図ｌは，１９８８
会計年度から1995会計年度までの行政事件以外の一般民事事件の処理件数に
関する，いくつかの重要な処理件数の傾向を示している。垂直線は，デモン
ストレーション計画の実施曰を示している。これらの様々な基準の上下を評
シガン州西部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価（２.完）（小松）３７
図１取扱件数の傾向，一般民事事件（88年度～95年度）＊
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図２取扱件数の傾向，行政事件（88年度～95年度）＊＊
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3８
価する際，裁判所による民事事件処理の中央値は７カ月であり，この処理事
（159）
件の70％ｶｺﾞ，１２カ月以内に終了している点に留意する必要がある。
図１は，裁判所が，８８会計年度および89会計年度において提起された訴訟
事件の数を超える訴訟事件を終結させており，これは諮問グループが裁判所
に関する分析の際に指摘した努力であるとともに，８０年代後期および90年代
初期において係属中の事件数の大幅な減少や，終結事件および係属事件の期
間の大幅な短縮をもたらしたことを示している。裁判所がデモンストレーシ
ョン期間に入ると，その処理件数は安定し，提訴数，終結数，および係属事
件数はほぼ等しい。
ＤＣＭ制度実施後の年度である1992年から1993年においては，図ｌは，終
結件数が提訴数をはるかに超える水準に著しく上昇したことを示している。
その結果，係属事件数が減少した。終結事件の平均期間のわずかな上昇は，
裁判所がこの時点で長期未済事件（oldercases）を終結させていることを
示唆している。より多くの長期未済事件がその制度から除かれたことにより，
終結事件の期間の平均値および中央値は，９３年から94年にかけて低下した。
労働，人身被害および契約事件を含んだいくつかの特定の種類の訴訟事件に
ついて，同様の傾向が見出された。
提訴率の上昇という事実がないにもかかわらず，近時の高水準の終結数が
示唆することは，デモンストレーション計画が，終結件数の増加と終結事件
の期間の短縮をもたらしたということである。しかし，上述した二つの競合
する要因（すなわち，暫定的な裁判官職の追加と，民事司法改革法上の公表
（160）
の要求）のため，この点を確証することはできない。
全体としての事件処理の傾向は，訴訟事件の処理に関する基本的配分の変
化を明らかにしないため，表18は，一定期間ごとに終結したＤＣＭ前及び
ＤＣＭ後の訴訟事件の割合を示している。その表は，ＤＣＭの実施以来，よ
り高い割合の訴訟事件が，最も早期の期間（０から３カ月）において終結し
たこと（非ＤＣＭ上の事件の31％と比較して，ＤＣＭ事件の場合38％）を示
している。これに付随して，低い割合のＤＣＭ事件が４カ月と９カ月との間
ミシガン州西部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価（２.完）（小松）３９
表１８ＤＣＭ実施前および実施後における訴訟事件の終結期間の割合
ミシガン州西部地区
ReproducedfromDoNNASTIENsTRAETAL.，REPoRTToJuDIcIALCoNFERENcEoNCoｕＲＴ
ＡＤＭＩＮＩｓＴＲＡＴＩｏＮＡＮＤＣＡｓＥＭＡＮＡＧＥMENT，ＡＳＴｕＤＹｏＦＴＨＥＦＩｖＥＤＥＭｏＮｓＴＲＡＴＩｏＮＰＲoGRAM
EsTABLIsHEDuNDERTHECIvILJusTIcEREFoRMAcToF199０，７９(1997)．
で終結した。１０カ月から15カ月の間では，処理されたＤＣＭ事件の割合は，
その期間において処理されたＤＣＭ実施前の事件の割合と類似しているが，
１５カ月を超えると，再度相違点が見出され，より長期の期間では，終結した
（I6D
DCM上の事件数(よ一層減少した。
これらの資料は，ＤＣＭの実施以来，訴訟処理が迅速化されたことを示す
が，訴訟処理件数の傾向を調査した際に有したのと同一の問題が存在した。
すなわち，暫定的な裁判官職の追加や，答弁期間を厳密に監視する裁判所の
ティックラー・システムのように，その変化について行うことのできる他の
（162）
説明を除外することｶｺﾞできない。
訴訟取扱件数の傾向と事件処理の期間に関する以上の分析から，連邦司法
センターは，その結論が制限を付されたものでなければならない，と指摘す
る。裁判所における訴訟取扱件数の状態は，ＤＣＭの実施後に改善されたこ
とは明らかである一方，その変化が確実にＤＣＭによるものであると述べる
ことはできない。裁判所における暫定的な裁判官職の追加や，民事司法改革
終結期間（月） DCM実施前ＤＣＭ実施後
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法上の報告義務，および裁判所のティックラー・システムもまた，重要な役
（163）
害lを演じた可能性が大きかったのである。
(159）DoNNASTIENsTRAETAL.,ｓｚ`Ｐｍｎｏｔｅ(101),ａｔ７７．
(160）Djd.また，図２は，裁判所の行政事件取扱件数について，類似した傾向をも
つグラフを示している。一見すると，図２は，ＤＣＭの実施が一連の積極的な傾向
を阻止したようにみえるが，提訴数が1993年に上昇すると，裁判所はこれに応じ
て，再び提訴数を超えて終結事件数を増加させ，1994年および95年を通してこれ
を維持したことが明らかである。
(161）〃・ａｔ７８．
(162）ルノ｡､連邦司法センターによれば，刑事事件の取扱件数と民事取扱事件の種類
の変化は，除外することができるとする。なぜなら，デモンストレーション期間
中，重罪刑事事件取扱件数は増加し，より多くの負担を裁判所に負わせたからで
あり，また民事事件の種類にはほとんど変化がなく，注目される唯一の変更は，
契約事件の割合のわずかな減少と，在監者訴訟以外の市民的権利に関する事件の
割合の増加であり，これらの変更は，必然的に早期の事件処理への変化をもたら
さないからである。
(163）ｈａｔ７９．
Ｄわが国に与える示唆
以上，ミシガン州西部地区連邦地方裁判所において実施された類型別事件
管理計画についての連邦司法センターの評価を検討してきた。本節では，主
としてこの連邦司法センターによる評価が，わが国における今後の民事訴訟
手続のあり方にどのような示唆を与えるかについて考察することにする。
１．主要な争点および審理計画に関する早期の共通認識の形成
民事訴訟手続の迅速化という目的を達成しようとする場合，まず当事者間，
および当事者と裁判所との間において，その訴訟事件における主要な争点は
何か，またどのような審理計画の下でその訴訟を進行させるかについて，早
期に共通認識を形成することが極めて重要な意味を有することはいうまでも
ないであろう。このような目的を達成するため，ミシガン州西部地区連邦地
裁では，まず第一に，提訴後，双方の当事者が，次に述べる裁判所での初期
ミシガン州西部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価（２.完）（小松）４１
規則16条スケデューリング協議の前に，その訴訟における彼らの主張および
防御方法，証人の氏名，ディスカヴァリの完了曰，ディスカヴァリ上の一定
の制限，ＡＤＲの利用，和解の可能性，およびトラック振分けの推薦を記載
した，共同のステイタス・レポート（jointstatusreport）を，あらかじめ
裁判所に提出することを義務づけられている。このような双方当事者による
共同書面の提出が，当事者間における主要な争点および訴訟進行計画につい
（164）
ての早期の共通認識の形成を促進することは明らかであろう。第二に，当事
者によるこの共同書面の提出を受け，裁判所と当事者との間で，早期に争点
整理や審理計画を目的とした初期規則16条スケデューリング協議（initial
rulel6schedulingConference）が実施される点である。しかも，この協
議期日では，裁判所は，あらかじめ当事者により提出されている共同書面に
基づいて，当事者と争点整理に臨むことができるため，争点整理が非常に迅
速化されることが裁判官により指摘されており，また弁護士もこれらの手続
（165）
が訴訟の迅速ｲﾋや費用の低廉ｲﾋに有益であるとの意見を述べている。また，
第三に，主要な争点についての早期の共通認識の形成を可能とするため，重
要な情報や証拠に関するディスクロージャー（必要的開示）の制度が採用さ
（166）
れた点である。これに対して，わが国の民事訴訟においても，裁半I所と当事
者が早期に会合して，主として事件の振分けを目的とした第一回口頭弁論期
日（民訴139条）や，争点整理について協議することを目的とした弁論準備
手続（民訴168条）を初めとする争点整理手続期曰，および主として審理計
画の策定を目的とした進行協議期日（民訴規95条１項）が開かれ，訴訟が迅
速に進行するよう配慮されている。しかし，他方において，これらの期日の
前に，当事者が共同して，おおよその争点は何か，またどのような審理計画
を予定しているか等を記載した共同書面を提出することは要求されておらず，
もっぱら，当事者に対して，個別に最初の口頭弁論前における参考事項の聴
取（民訴規61条）を行うことができるとの規定があるにとどまる。また，わ
が国には，アメリカにおけるような制裁を伴った広範囲なディスクロージャ
ーの制度も存在していない。以上に指摘した点は，訴訟の迅速化を図るうえ
４２
で，わが国の民事訴訟制度にきわめて重要な示唆を与えるよう|こ思われる。
２．共通認識形成の際の明確な判断基準の提供
民事訴訟の迅速な進行をはかる上で，第二に重要な点は，当事者間，およ
び当事者と裁判所との間で，主として審理計画に関する共通認識を形成する
際に，拠り所とすべき明確な判断基準が存在することであろう。このような
点で，ミシガン州西部地区連邦地裁が採用する類型別事件管理計画が注目さ
れる。この計画は，いくつかの事件の類型ごとに６種類の事件管理トラック
を用意し，各トラックごとに，訴訟終結の期限，ディスカヴァリの完了期限，
ディスカヴァリの数量制限，ＡＤＲ利用の有無，当該トラックに相応しい訴
（167）
訟事件の特徴（当事者の数や，争点の数等）等ｶｺﾞ定められている。このよう
なトラック制度を採用することにより，当事者は，自らの訴訟事件について
審理計画を立てる際に，自らの事件に最も相応しいトラックを基準とするこ
とにより，より容易かつ迅速に審理計画を策定することが可能となるし，ま
たそのトラックに定められた期限に従い，策定した計画を迅速に実行するこ
とも可能となると考えられる。また，裁判所も，初期規則16条スケデューリ
ング協議において，当事者と審理計画を協議する際に，事件管理トラックを
基準とすることにより，迅速かつ容易に当事者と認識を共通にすることがで
きるであろう。他方，わが国においても，近時，すでに多くの裁判所により，
計画審理に基づく訴訟運営の実施が報告されている。例えば，大阪地裁第１６
民事部では，訴訟事件を主として事件の性質や規模に応じたファスト・トラ
ックと，事件の類型に応じたマルチ・トラックとに分けて計画審理を実施し，
また，名古屋地裁民事第４部では，係属する事件を，標準型事件（審理期間
は，合議事件２年，単独事件１年)，複雑型事件（合議事件４年，単独事件
３年)，および早期型事件（合議事件１年，単独事件８カ月）の三種のコー
スに分け，コース別審理を実施しており，その成果が注目されるところであ
(168）
る。
ミシガン州西部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価（２．完）（小松）４３
３．訴訟進行の強制
訴訟が迅速に進行することを確保するためには，当事者に対して迅速に訴
訟行為を行うように仕向けることも，また重要な方策の一つであると考えら
れる。このような方策に属するもののうち，まず第一に重要なものは，当事
者が行うべき訴訟行為について，原則として必ず明確な期限を設定すること
である。このような期限が設定されることにより，当事者は，その期限まで
に特定の訴訟行為を行うことを強制されることになると考えられる。第二に，
これに関連して，当事者が期限を遵守しているかどうかを確認するため，コ
ンピュータ・システムによる監視を行うことが重要であると考えられる。上
述のように，ミシガン州西部地区連邦地裁は，すべての事件管理上の期限を
監視するために，高性能のコンピュータ化された報告システムを導入した。
この制度は，各訴訟事件におけるすべての事項が適時に実施されるよう確保
することを一層容易にしたのであり，裁判官により高く評価された方策の一
つとなっている。第三に，当事者と裁判所との間の協議において，一定の事
項についての期限が定められたときは，それらの事項を内容とした命令を発
令しておくことも，当事者による期限の遵守を促す効果を有するものと考え
られる。ミシガン州西部地区連邦地裁では，初期規則16条スケデューリング
協議において，裁判所と当事者との間で，審理期曰や，ディスカヴァリの完
了曰，およびモーションの提起等についての期限が定められた場合に，裁判
所が，その協議において決められた事項を内容とした事件管理命令（case
managementorder）を発令するものとされ，しかもその違反には一定の
制裁が予定されており，これは，極めて多くの弁護士により訴訟を進行させ
る方策の一つとして高く評価されている。以上に指摘した，明確な期限の設
定，コンピュータによる期限の監視，および裁判官の発令する事件管理命令
は，裁判所が計画審理を行う場合に極めて重要な意義を有するものと考えら
（16い
れる。
4．合意による紛争解決
4４
民事訴訟手続の迅速化を図るもう一つの方策として，審理前の手続におい
て，当事者に対して代替的紛争解決制度（alternativedisputeresolution；
ADR）の利用を考慮させることも重要であると思われる。すなわち，原告
による訴えの提起後，裁判所における争点整理手続の前に，当事者に対して，
ＡＤＲの利用可能性について協議することを義務づけ，ＡＤＲによる解決に
適した事件は，可能な限りそれによって解決させるものとすることである
(訴訟内ADR)。ミシガン州西部地区連邦地裁における事件管理トラックの
いくつかは，一定のＡＤＲが利用されることを前提としている。また，１９９８
年の連邦ＡＤＲ法の制定により，当事者は，民事地方規則16.1の定める早期
スケデューリング協議に先立ち，地方規則が承認するＡＤＲの方法の一つに
ついて，その利用可能性を検討しなければならないものとされている（民事
（170）
地方規且Ｉ16.2)。このような裁判所の事件管理手続へのＡＤＲの組入れ（事
件管理手続とＡＤＲ手続との統合）は，訴訟の迅速な終結に極めて大きな効
果を有するものと考えられる。これに対して，わが国の民事訴訟手続におい
ては，提訴後，裁判所における争点整理手続の前に，当事者間でＡＤＲの利
用を協議すべきものとする義務は存在しておらず，今後，このような当事者
のＡＤＲ協議義務の採用を検討することも重要であると考える。
５．処理時間および費用を要する手続の合理的規制
ミシガン州西部地区連邦地裁が採用した民事司法改革上の諸方策の中で，
弁護士が最も民事訴訟を迅速化し，また費用の低廉化をもたらしたものと評
価した方策とは，裁判所との協議のための電話の利用であった。このような
裁判所との直接の対面に代わる電話による協議は，裁判所との直接の対面に
（171）
要する時間と費用を大巾高に節約する効果を有することは言うまでもない。他
方，わが国の新民訴法は，弁論準備手続等の争点整理手続や，進行協議期曰
について電話会議システムの利用を認める（民訴170条３項，民訴規96条）
とともに，証人尋問についてはテレビ会議システムの利用を認めている（民
訴204条)。また，近時は，争点整理手続等についてもテレビ会議システムの
ミシガン州西部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価（２.完）（小松）４５
利用が積極的に推進されつつあり，各地の裁判所によりその利用例が報告さ
（172）
れている。今後は，争点整理手続等について，このようなテレビ会議システ
ム（電話会議システム）をより積極的に活用することが望まれる。
また，ディスカヴァリについては，その数量制限よりもむしろ期間制限を
おくという方策の方が，訴訟処理時間の短縮に効果的であるとの報告がなさ
れている。この点は，わが国においても，今後，濫用的な当事者照会や文書
提出命令申立ての合理的な規制を考える上で，重要な示唆を与えるように恩
（173）
われる。
(164）弁護士による共同のステイタス・レポートについては，拙稿「ミシガン州西
部地区連邦地方裁判所における民事司法改革の評価（１）」国士舘大学比較法制研
究24号104頁以下（2001年）を参照。
(165）初期規則16条スケデューリング協議については，拙稿・前掲注（164）国士
舘大学比較法制研究24号106頁以下（2001年）を参照。
(166）もっとも，類型別事件管理計画の実施期間中は，民事司法改革法の規定に基
づき，ディスクロージャーの実施は，各裁判官の裁量に委ねられた。しかし，そ
の後，2000年の連邦民訴規則26条の改正により，地方規則による除外規定が削除
され，各連邦地裁は，原則として，ディスクロージャーの実施を義務付けられる
こととなった。この点について，拙稿「カリフォルニア州北部地区連邦地方裁判
所における民事地方規則の改正について」国士舘法学33号64頁以下（2001年）を
参照。また，2000年の連邦民訴規則におけるディスカヴァリの改正については，
笠井正俊「アメリカの民事訴訟における2000年のディスカパリ制度改正をめぐっ
て」新堂古希『民事訴訟法理論の新たな構築』（下）３頁以下（有斐閣，2001年）
が詳細である。
(167）ミシガン州西部地区連邦地裁における類型別事件管理トラック制度について
は，拙稿・前掲注（164）国士舘大学比較法制研究24号105頁を参照。
(168）最高裁事務総局民事局監修「計画審理を中心とする複雑訴訟の運営に関する
執務資料」２５頁以下，および43頁以下（法曹会，2001年)。わが国の裁判所におけ
る計画審理の実施状況については，このほか，最高裁事務総局民事局監修『民事
訴訟の新しい運営に関する執務資料」５１頁以下（法曹会，2000年)，坂本倫城「大
阪地裁における通常事件についての計画的審理」民訴雑誌47号241頁以下（2001
年)，坂本倫城＝内田光一「通常事件についての計画的審理実践例」判夕1042号７３
頁（2000年)，小佐田潔ほか「訴訟類型に着目した訴訟運営」判夕1077号４頁
（2002年）を参照。
(169）本稿・前述８頁，９頁，および16頁参照。また，拙稿・前掲注（146）国士
舘法学33号72頁，および96頁を参照。これに関連して，第二東京弁護士会（民事
4６
訴訟改善検討委員会）「証拠収集手段の拡充及び計画審理に関する委員会中間試
案」判夕1083号51頁（2002）は，計画審理の実効性の担保については，計画審理
に従った訴訟活動が故意又は過失により実行されなかった場合の制裁を検討すべ
きである，とする。
(170）ＳｅｅαJsoAdministrativeOrderNo99-O16(Ｉｎｒｅ:AmendmentstoLocal
RulesofPracticeandProcedure)．
(171）本稿・前述18頁および23頁参照。
(172）最高裁事務総局民事局監修『民事訴訟の新しい運営に関する執務資料』８９頁
以下（法曹会，2000年)。平成11年３月10日最高裁民二第97号民事局長，総務局長
通達「争点整理手続等におけるテレビ会議システムの利用について」をも参照。
(173）本稿・前述16頁および18-19頁参照。
